新　旧　対　照　表
	改正後
	改正前

	高知県高性能林業機械等緊急整備事業費補助金交付要綱
第１条～第８条　【略】

（繰越しの承認の申請）
第９条　補助事業者は、補助事業が年度内に完了し難いと認められ、補助事業を繰り越す必要がある場合は、別記第６号様式による繰越承認申請書を提出し、所長の承認を受けなければならない。
　　
（グリーン購入）
第10条　補助事業者は、補助事業の実施において、物品等を調達する場合は、県が定める「高知県グリーン購入基本方針」に基づき、環境物品等の調達に努めるものとする。

（情報の開示）
第11条　補助事業又は補助事業者に関して、高知県情報公開条例（平成２年高知県条例第１号）に基づく開示請求があった場合は、同条例第６条第１項の規定による非開示項目以外の項目は、原則として開示を行うものとする。

（雑則）
第12条　この要綱の規定により提出する書類のうち、補助金額が１件5,000万円以上の事業については、知事に提出しなければならない。
２　前項に規定された事業については、別記様式中「林業（振興）事務所長」とあるのは、「高知県知事」と読み替えて適用するものとし、高知県林業振興・環境部木材増産推進課に提出しなければならない。
３　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、知事が別に定める。


（附　則）
１　この要綱は、令和５年７月６日から施行する。
２　この要綱は、令和７年５月31日限りその効力を失う。ただし、この要綱の基づき交付された補助金については、第５条第１項第３号から第７号まで及び第２項、第８条第３項及び第４項並びに第11条の規定は、同日以降もなおその効力を有する。
（附　則）
[bookmark: _GoBack]　この要綱は、令和６年１月２９日から施行する。
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別表第２　【省略】


[image: ]









[image: ]





[image: ]

[image: ]
[image: ]

[image: ]





[image: ]

[image: ]
	高知県高性能林業機械等緊急整備事業費補助金交付要綱
第１条～第８条　【略】

（新設）



（グリーン購入）
第９条　補助事業者は、補助事業の実施において、物品等を調達する場合は、県が定める「高知県グリーン購入基本方針」に基づき、環境物品等の調達に努めるものとする。

（情報の開示）
第10条　補助事業又は補助事業者に関して、高知県情報公開条例（平成２年高知県条例第１号）に基づく開示請求があった場合は、同条例第６条第１項の規定による非開示項目以外の項目は、原則として開示を行うものとする。

（雑則）
第11条　この要綱の規定により提出する書類のうち、補助金額が１件5,000万円以上の事業については、知事に提出しなければならない。
２　前項に規定された事業については、別記様式中「林業（振興）事務所長」とあるのは、「高知県知事」と読み替えて適用するものとし、高知県林業振興・環境部木材増産推進課に提出しなければならない。
３　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、知事が別に定める。


（附　則）
１　この要綱は、令和５年７月６日から施行する。
２　この要綱は、令和６年５月31日限りその効力を失う。ただし、この要綱の基づき交付された補助金については、第５条第１項第３号から第７号まで及び第２項、第８条第３項及び第４項並びに第10条の規定は、同日以降もなおその効力を有する。
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別表第２【省略】
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（新設）








































（新設）














（新設）


























（新設）



















































































（新設）




















（新設）
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　(２)　事業の内訳

補助対象経費

(A+B+C+D)

合　　計

（注）　　１  「事業主体」毎に集計してください。

２

３

４

５「備考」欄は消費税を記入。当該補助金に関する消費税仕入控除税額等がある場合は別紙６－２－１を提出してください。

６

単位：円（上段：全体、中段：年度内、下段：繰越し）

経　　　費　　　内　　　訳 工　　　期

「林業機械区分」欄は、別表第３に定める林業機械区分を記入してください。

「型式規模」欄は、機械の規格、構造等について記入してください。

 着手日は事業主体の契約上の着手日、しゅん工日は事業主体の検査合格の予定日を記入してください。

事業区分 事業主体

林業機械区

分

型式規模 事業量

事業費

備　考

県補助金

（Ａ）

市町村費

（Ｂ）

公庫資金

（Ｃ）

その他

（Ｄ）

着　手

(予定)

年月日

しゅん工

(予定)

年月日

　補助対象経費に消費税等相当額を含めて交付申請する場合は、事業主体の直近の消費税等の確定申告書（写し）、課税売上高を確認することができるもの及び消費税法

第37条第１項の規定に基づく届出書（写し）を提出してください。
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２　事業完了予定年月日

年　　月　　日

３　収支予算

　（１）収入

　（２）支出

予　　　　算　　　　額 経　費　積　算　の　基　礎

　この収支予算書は、原本と相違ないことを証明します。

    　　　年　　　　月　　　　日　

補助事業者　　　　　　　　　　　　　　　

(注）

 　事業完了予定年月日は、間接補助の場合は、補助事業者の支払完了日又は検査合格確定の日のい

　ずれか遅い日を記入してください。

単位：円 （上段：全体、中段：年度内、下段：繰越し）

単位：円 （上段：全体、中段：年度内、下段：繰越し）

区　　　　　分

区　　　　　分 予　　　　算　　　　額 備　　　　　　　考

県　　　補　　　助　　　金

市　　　町　　　村　　　費

計

事　　　業　　　費

附　帯　事　務　費

計
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　別紙６－２－１

単位：円

（注）1

２

３

４

５

６

　　年度高知県高性能林業機械等緊急整備事業費補助金に係る仕入れに係る消費税相当額集計表

仕入れに係る消費税等相当額

　第９条第３項の規定により報告し、補助金の返還が伴う場合は、事業主体ごとに内訳を添えてください。

事業区分 事業主体名 事　業　費 県補助金

課　税

方　式

仕入れに係る

消費税額及び

地方消費税額

消費税

確　定

未確定

備　考

補助率

消費税分

補　助 金

相 当 額

合　　計

　当該補助金の事業主体（消費税法第９条第１項の規定に該当する事業者又は消費税法第37条第１項の規定に基づく届出書を提出した事業者が事業主体である場合（地

方公共団体又は同法第60条第４項の規定に該当する人格のない社団等が事業主体であるものを除く。）を含む。）について記入してください。

　「課税方式」欄は、当該交付金に係る仕入れに係る消費税等相当額の確定時において、消費税法第９条第１項の規定に該当する事業者にあっては「免税」、消費税法

第37条第１項の規定による届出書を提出した事業者にあっては「簡易課税」、その他の事業者にあっては「課税」と記入してください。

　「仕入れに係る消費税額及び地方消費税額」欄は、補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法に規定する仕入れに係る消費税額と

して控除することができる部分の金額と当該金額に地方税法に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額を記入してください。

　「仕入れに係る消費税等相当額」欄は、補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法に規定する仕入れに係る消費税額として控除す

ることができる部分の金額と当該金額に地方税法に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額を記入してください。

　「消費税確定未確定」欄は、消費税法第９条第１項の規定に該当する場合、同法第37条第１項の規定に基づく届出書を提出した場合並びに消費税及び地方消費税の確

定申告を行った場合にあっては「確定」、それ以外の場合にあっては「未確定」と記入してください。
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別紙６－３

　　年度　　事業支出決算見込み書

単位：円

県補助金 市町村費 計 県補助金 市町村費 計 県補助金 市町村費 計 県補助金 市町村費 計

予　　算　　額 支出決算見込額 翌年度繰越見込額 不要見込額

計

事業区分 事業主体
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別表第１（第２条関係）

事業内容 事業主体 補助事業者

燃費性能の高い高性能林業機械等の

導入に対する支援

平成30年2月6日付け29林

政経第316号林野庁長官通

知「林業経営体の育成に

ついて」に基づき知事が

選定した育成経営体（以

下「選定経営体」とい

う。）で、県内に事業所

を有する法人であるもの

同左

共同利用するための高性能林業機械

の導入に対する支援

事業区分

１　省エネルギー林業機械導入支援

　　事業

２　高性能林業機械共同利用

　　事業

中小企業等協同組合法

（昭和24年法律第181号）

に基づいた協同組合

市町村
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別表第３（第３条関係）

台 ３分の１以内

プロセッサ 台

台

スイングヤーダ 台

フォワーダ 台

ウインチ付きグラップル 台

　省エネルギー林業機械導入支援に関する補助要件について

　

台

３分の２以内

テム

　高性能林業機械の共同利用（※）に関する補助要件について

ハーベスタ

フェリングヘッド付きフォーク

収納型グラップルバケット

　１　導入する林業機械の燃料消費量の削減（従来の同規格の同機種と比較して、単位あたり燃料消費量の削減）が図られること。

　２　補助事業により実施する原木生産の区域は県内、かつ民有林に限ること。

　３　導入機械については、機械の規模、性能等が利用計画等からみて適切なものであること。

　４　導入機械又は導入機械利用班の導入年度の翌年から３年後の年間原木生産量が、直近３ヵ年の平均実績から10％増加していること。

　タワーヤーダ

　１　林業機械については、機械の規模、性能等が利用計画等からみて適切なものであること。

　２　素材生産性の目標値が現行作業システムの1.5倍となること。

　３　関係法令に基づき必要となる設備を備えたものであること。

　４　事業主体は再造林基金の造成・活用など再造林に関する取組を行うこと。

　※共同利用：中小企業等協同組合法に基づく協同組合内の組合員（素材生産事業者）が共同で利用すること。

事業区分 補助対象経費 林業機械区分 単位 　補　　助　　率

１　省エネルギー

　　林業機械導入支援

　　事業

　ただし、1台(件)当たり補助金額1,500万円を上限

とする。

２　高性能林業　

　　機械共同利用

　　事業

共同利用のための高性

能林業機械の導入に要

する経費とし、対象と

なる林業機械は、「林

業機械区分」に掲げる

ものとする。

(注）　　補助金額については、事業費に「補助率」欄に定める単価等を適用して算出するものとし、当該補助金額に1,000円未満の端数

　　　　を生じたときは、これを切り捨てるものとする。

燃費性能の高い高性能

林業機械等の導入に要

する経費とし、対象と

なる林業機械は、「林

業機械区分」に掲げる

ものとする。
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別表第１（第２条関係）

事業内容 事業主体 補助事業者

燃費性能の高い高性能林業機械等の

導入に対する支援

平成30年2月6日付け29林

政経第316号林野庁長官通

知「林業経営体の育成に

ついて」に基づき知事が

選定した育成経営体（以

下「選定経営体」とい

う。）で、県内に事業所

を有する法人であるもの

同左

共同利用するための高性能林業機械

の導入に対する支援

中小企業等協同組合法

（昭和24年法律第181号）

に基づいた協同組合

市町村

燃費性能の高い林地残材搬出等に使

用する機械の導入に対する支援

平成30年2月6日付け29林

政経第316号林野庁長官通

知「林業経営体の育成に

ついて」に基づき知事が

選定した育成経営体（以

下「選定経営体」とい

う。）で、県内に事業所

を有する法人であるもの

同左

事業区分

１　省エネルギー林業機械導入支援

　　事業

２　高性能林業機械共同利用

　　事業

３　林地残材搬出等機械導入支援

　　事業


image2.emf
別表第３（第３条関係）

台 ３分の１以内

プロセッサ 台

台

スイングヤーダ 台

フォワーダ 台

ウインチ付きグラップル 台

林業用四輪駆動ダンプトラック

台

　省エネルギー林業機械導入支援に関する補助要件について

　

台

３分の２以内

　高性能林業機械の共同利用（※）に関する補助要件について

　

３分の1以内

　ただし、1台当たり補助金額1,500万円を上限とす

る。

　林地残材搬出等機械導入支援に関する補助要件について

ハーベスタ

フェリングヘッド付きフォーク収

納型グラップルバケット

　１　導入する林業機械の燃料消費量の削減（従来の同規格の同機種と比較して、単位あたり燃料消費量の削減）が図られること。

　２　補助事業により実施する原木生産の区域は県内、かつ民有林に限ること。

　３　導入機械については、機械の規模、性能等が利用計画等からみて適切なものであること。

　４　導入機械又は導入機械利用班の導入年度の翌年から３年後の年間原木生産量が、直近３ヵ年の平均実績から10％増加していること。

　タワーヤーダ

　１　林業機械については、機械の規模、性能等が利用計画等からみて適切なものであること。

　２　素材生産性の目標値が現行作業システムの1.5倍となること。

　３　関係法令に基づき必要となる設備を備えたものであること。

　４　事業主体は再造林基金の造成・活用など再造林に関する取組を行うこと。

　※共同利用：中小企業等協同組合法に基づく協同組合内の組合員（素材生産事業者）が共同で利用すること。

　１　導入機械の燃料消費量の削減（従来の同規格の同機種と比較して、単位あたり燃料消費量の削減）が図られること。

　２　事業主体は高知県再造林推進会議に入会すること。

　３　機械導入年度の翌年から３年後の林地残材搬出量が、直近３ヵ年の平均実績から10％増加又は120㌧以上としていること。

　４　関係法令に基づき必要となる設備を備えたものであること。

事業区分 補助対象経費 林業機械区分 単位 　補　　助　　率

１　省エネルギー

　　林業機械導入支援

　　事業

　ただし、1台(件)当たり補助金額1,500万円を上限

とする。

２　高性能林業　

　　機械共同利用

　　事業

共同利用のための高性

能林業機械の導入に要

する経費とし、対象と

なる林業機械は、「林

業機械区分」に掲げる

ものとする。

３　林地残材搬出等　

　　機械導入支援

　　事業

林地残材搬出等に使用

する燃費性能の高い機

械の導入に要する経費

とし、対象となる機械

は、「林業機械区分」

に掲げるものとする。

　グラップル

　林地残材搬出用車両（土砂禁ダン

　プ）

　林地残材搬出用車両（脱着装置付

　コンテナ自動車）

台

台

台

(注）　　補助金額については、事業費に「補助率」欄に定める単価等を適用して算出するものとし、当該補助金額に1,000円未満の端数

　　　　を生じたときは、これを切り捨てるものとする。

燃費性能の高い高性能

林業機械等の導入に要

する経費とし、対象と

なる林業機械は、「林

業機械区分」に掲げる

ものとする。
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第６号様式（第９条関係）

林業（振興）事務所長　様

補助事業者　　　氏　　　　名　　 　　　

記

１　繰越理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　別紙６－１のとおり

２　事業計画書

別紙６－２のとおり

３　事業支出決算見込み書

別紙６－３のとおり

　　年　　月　　日

第　     　　　　　　 号

年    　　月  　 　 日

　　年度高知県高性能林業機械等緊急整備事業費補助金繰越承認申請書

４　繰越事業完了予定年月日

(市町村以外の補助事業者にあっては、住所も

記入してください。）

　 　年　月　日付けで提出している交付申請書について、別紙６－１に記載した理由により事業の年度内

完了が困難のため、高知県高性能林業機械等緊急整備事業費補助金交付要綱第９条の規定により、下記のと

おり事業の繰越しを承認されたく申請します。


image4.emf
別紙６－１　繰越理由書

（注） １　「事業概要」欄は、「林業機械区分」及び「事業量」を記入してください。

２　「事由」欄は、繰越理由の具体的な内容を記入してください。

事業区分 事　業　概　要 事　　　　　　　　　由


image5.emf
別紙６－２

１　事業の内容及び経費の配分

（１）総括

　（注）  １　「事業費」欄は、消費税額を含めた額を記入してください。

　   　   ２　「摘要」欄は、消費税等補助対象外経費を記入してください。

　　事業計画書　

単位：円（上段：全体、中段：年度内、下段：繰越し）

負　　　　担　　　　区　　　　分

計

事業区分 事業主体

事業費

(A+B+C+D)

摘　要

県補助金

（Ａ）

市町村費

（Ｂ）

公庫資金

（Ｃ）

その他

（Ｄ）


